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マニュアルの位置付け 

 「エキサイトよこはま２２」では、民間と行政が協働して地区の魅力向上を図るため、開発等を
行う際の基本的考え方を示した「まちづくりガイドライン」を定めている。 

 平成 24 年度に改定された「まちづくりガイドライン」の「第１章 分野別の基本方針とガイド
ライン ６ 交通環境分野 (1)地域の特性に合わせた駐車場利用環境の創出」では、基本方針と
して、「横浜駅周辺においては、開発等に併せて適切な「駐車場マネジメント」等に取り組んだ
開発者に対して、横浜駅周辺の弾力的かつ効率的な駐車場整備が可能となる「駐車場整備ルー
ル」を適用することで適正な駐車場整備を行い、人とクルマが調和した移動環境の創出を目指
します。」とされている。 

 このマニュアルは、横浜駅周辺における適正かつ効率的な駐車場整備や運営に向けて、「駐車場
整備ルール」及び「駐車場マネジメント」の基本的な事項、内容及び解説、「駐車場整備ルール」
の適用に当たって手続などを定めるものである。 
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駐車場整備ルールの背景と目的 
 現在の横浜駅周辺の駐車場利用状況を見ると、駐車目的車両のうろつきによる人と自動車との錯綜

や、一部の駐車場への集中による待ち行列が発生しているが、その一方で近隣に空き駐車場も存在
している。これは、混雑している駐車場入口のゲート処理能力や駐車場間の連携不足などに課題が
あると考えられる。 

 エキサイトよこはま２２対象エリアでは、老朽化した建物の建て替えに伴う都市機能更新が進む見
込みであるが、鉄道やバスなど公共交通機関の利用率が高いという横浜駅周辺の地区特性などを考
慮すると、現行の制度で駐車場を整備した場合、地域の実情に合致しない駐車場を整備するおそれ
があるとともに、更に駐車目的車両を駅直近に呼び込むことなど、まちづくりの視点から好ましく
ない状況になることが考えられる。 

 このことからも、今後は、エキサイトよこはま２２対象エリア全体として、駐車場整備台数や駐車
場配置の適正化を図るとともに、効率的・効果的な駐車場利用に資する取組を進めることが重要で
ある。 

 したがって、エキサイトよこはま２２対象エリアにおける開発等に対しては、現行の基準で一律に
駐車場を整備するのではなく、一定のルールの下で地域の実情に見合った駐車場の整備・運営がま
ちづくりにとって必要であると考えられる。 

 そこで、開発等に併せて適切な「駐車場マネジメント」、またその一環としての「公共交通利用促進
等」に取り組んだ開発者に対して、横浜駅周辺の適正かつ効率的な駐車場整備が可能となる「駐車
場整備ルール」を適用することで、施設の用途や利用時間帯等に応じた適正な駐車場整備を行い、
エキサイトよこはま２２で掲げた「まちの将来像」を実現するものである。 

対象範囲及び対象施設 

対象範囲 

■対象範囲 

■対象施設：対象施設は、次のいずれか又はいずれにも該当する施設である。 

 大店法の適用を受ける店舗を含む施設（店舗面積の合計が 1,000m2を超える施設） 

 駐車場条例に基づく駐車場の附置義務が課される施設 
(特定用途に供する部分の床面積＋（非特定用途に供する床面積）×0.5 が 1,000 ㎡を超える施設) 
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駐車場整備ルールと駐車場マネジメントの関係及びそれぞれの概要 
 弾力的かつ効率的な駐車場整備が可能となる「駐車場整備ルール」を適用するためには開発等に併せ

て適切な「駐車場マネジメント」に取り組むことが必要である。 

 「駐車場整備ルール」と「駐車場マネジメント」の関係及びそれぞれの概要は、次のとおりである。 
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駐車場整備ルール 駐車場マネジメント 

駐車場整備（施設内駐車場） 
・ 駐車場形式及び出入口の適正配置 

ア 

・ 動線計画 
・ 運営方法（料金収集、営業時間等） 
・ その他円滑な駐車場利用に資する対策等 

駐車場連携（連携駐車場） イ 

・ 連携駐車場の選定 
・ 動線計画 
・ 運営方法（料金収集、営業時間等） 
・ 案内・誘導方法 
・ その他連携駐車場の利用向上に資する対策等 

   詳細はマニュアルp.15～22 を参照 
 

敷地外駐車場を含めた柔軟な駐車場台数の確保 

(1)敷地外駐車場の設置 
【センターゾーンの開発等の場合】 

・センターゾーンの開発等に係る駐車場については、駐車場
条例に基づく附置義務駐車場台数を含む全ての必要駐車
場台数（車椅子使用者のための駐車施設を除く。）をセン
ターゾーン外に設けることを認めるものとする。 

【センターゾーン外の開発等の場合】 

・センターゾーン外の開発等に係る駐車場については、敷地
内駐車場を原則とする。ただし、駐車場の集約化による歩
行者と自動車の錯綜の発生抑止や駐車場の適正配置によ
る入出庫ルートの改善など、交通の安全及び円滑化に寄与
し、地域の良好なまちづくりに資する場合については、横
浜市と協議の上、敷地外駐車場とすることができるものと
する（車椅子使用者のための駐車施設を除く。）。 

詳細はマニュアルp.11～13 を参照 

(2)周辺の空き駐車場の有効活用 
・周辺の駐車場に空きがある場合に、その空き駐車場と連携
を図ることで、新規に整備する駐車場台数を低減すること
ができるものとする。 

２ 

詳細はマニュアルp.14 を参照 

(1)交通利用実態に応じた必要駐車場台数の 
設定 

・横浜駅周辺地区の特性を踏まえ、必要な駐車場台数の算出
に当たっては、横浜市と協議の上、弾力的な設定を認める
ものとする。 

・ただし、駐車場条例に基づく附置義務駐車場の台数は確保
しなければならない。 

詳細はマニュアルp.8～9 を参照 

(2)
 

・商業と業務の複合施設については、商業用と業務用の駐車
場の共同利用を認めることによって効率的な運用を行い、
駐車場全体としての整備量の適正化を図る。 

・ただし、構造面、料金等の運用面からも共同利用可能な仕
組みとすることを前提とし、駐車場条例に基づく附置義務
駐車場の台数は確保しなければならない。 

開発等に伴う必要駐車場台数の弾力的な設定 １ 

詳細はマニュアルp.10 を参照 

４ 

・ 駐車場マネジメントの一環として、センター
ゾーンを中心とした自動車利用の低減に向け
た公共交通利用促進等を図る。 

基本事項（取り組むべき事項） 

・ 駐車場を整備する際は、適切な施設計画を策定し、
運営を行う。 

・ センターゾーンの開発等において必要駐車場台数
を確保する際は、極力全ての台数を積極的にセン
ターゾーン外で確保する。 

・ センターゾーン外の開発等において必要駐車場台
数を確保する際は、基本的に敷地内で確保する。 

・ 駐車場を確保する際は、異なる事業者間の協力も
含めた駐車場の集約化の可能性について検討を
行う。 

・ 異なる事業者間の協力を含めた、エリア全体の駐
車場利用の平準化に資する適切な駐車場連携を
図る。 

・ 必要駐車場台数を敷地外に確保する際は、確実に
車両を誘導し、目的施設までの円滑な移動環境等
を確保する。 

検討事項 
（基本事項に加えて開発者が努力して取り組む事項） 

公共交通利用促進等 
・ 自動車利用者への交通手段転換の促進 

ア 

・ 公共交通に関する利便性の向上 
・ 自動車以外の交通手段の提供 

１ 

２ 
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駐車場整備ルールの適用を受けるための手続 
 「駐車場整備ルール」の適用を希望する施設に関して、開発者は「駐車場整備・運用計画書」を策定

し、これについて、横浜市及び交通管理者と協議した上で、承認された場合にのみ「駐車場整備ルー
ル」の適用を認める。 

 対象外又は承認を得られない施設については、「駐車場整備ルール」は適用されず、既存の法令等に適
合した駐車場整備を行うものとする。 

(1)駐車場整備・運用計画書に記載すべき事項 
・「駐車場整備・運用計画書」は次の項目を基本として策定するものとする。 
・その他検討の必要がある項目については、横浜市及び交通管理者と協議の上で設定するものとする。 

●計画フレームに関する事項 
 ・施設配置計画/施設計画規模 
 ・想定就業者数/想定集客者数 

●駐車場マネジメントに関する事項 
 ・駐車場整備(施設内駐車場) 
 ・駐車場連携(連携駐車場) 
 ・公共交通利用促進等 

●周辺道路への影響に関する事項 
 ・アクセス道路の負荷予測 
 ・周辺交差点の負荷予測 

(2)計画及び運用に関する配慮事項 

・開発者は、施設整備後も「駐車場配備・運用計画書」に基づき、適正な駐車場利用が行われているかをフォローアップし、
駐車場待ち行列や利用状況等について横浜市に毎年度報告しなければならない。課題等が生じた場合、横浜市より是正等の
改善措置を促すことがある。 

・改善の措置を図る場合には、開発者が再度『駐車場整備・運用計画書（改定版）』を提出し、横浜市及び交通管理者と協議
するものとする。 

○ 開発者は、施設整備後も適正な駐車場利用が行われるよう適宜改善の措置を図ること。 

駐車場整備ルールの手続の流れ 

お問合せ先 横浜市都市整備局 都心再生課 
TEL：045-671-2693 FAX：045-664-3551 

開
発
者 

経済局 商業振興課 
都市整備局 都市交通課 
建築局 市街地建築課 
その他 庁内関係課 

➍計画全般に係る協議 
・駐車場整備ルールに関する協議・調整 
・駐車場整備・運用計画書の提出 
・その他 

都
市
整
備
局 

都
心
再
生
課 

➎庁内検討会（駐車場ワーキング） 

➐ ➏を受けて 
可否決定 ➑駐車場整備ルール適用の可否通知 

駐車場整備ルール運用マニュアル適用に関する手続 

経
済
局  

商
業
振
興
課 

➒大店法に係る駐車場整備 
台数等の協議・調整 

都
市
整
備
局 

都
市
交
通
課 

建
築
局 

市
街
地
建
築
課 整備前 

整備後 

⓭庁内検討会（駐車場ワーキング） 

➓駐車場条例に係る敷地外駐車場
に関する申請（➑を添付） 

➏エキサイトよこはま２２ガイドライン
検討会への報告 

※駐車場整備ルール適用の 
場合、毎年の報告義務あり 

⓮エキサイトよこはま２２ガイドライン
検討会への報告 

※改善が必要な場合など 

※ ①敷地面積 5,000㎡以上 
  ②その他交通に影響が大きいと 
   考えられる開発等 

※ 

※あくまで駐車場整備ルールの適用の可否等に
ついて通知するものであり、大店法や駐車場
条例等、他の法令に基づく承認や手続の終了
を約束するものではありません。 

⓫特例の承認通知書の交付 

➊事前相談 

➌計画全般に係る指導・助言 

➋情報提供 

⓯改善措置 

⓬駐車場利用状況等報告 
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都
市
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局 

都
心
再
生
課 


